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1． はじめに 

企業情報システムは大きく変貌しており．IT 技術の進

化，ビジネス環境の変化に追随するために，企業におい

ては，情報システムの構築や更改に対して，これまでに

も増してスピードが求められている．さらに，国内の企

業においては，コスト削減への関心度が一様に高く，

2013 年の調査によれば，93%の企業が IT の運用コスト・

維持費用の削減を「喫緊の課題」あるいは「中長期的な

課題」と捉えている[1]．そのため．従来からの情報シス

テムの見直しにより，パッケージソフトウェア，及び共

通基盤の利用推進が進んでいる．このような状況の中．

情報システム子会社においては．親会社の IT への投資や

ビジネス状況の変化に応じるスピーディな対応とコスト

の削減の両立が求められている．著者の所属する組織に

おいては，親会社からの期待に応えるための施策の一つ

として．人材育成に取り組んでおり，若手技術者向けの

人材育成体系を構築し運用を行っている[2]．それに加え

て．IT 標準技術スキルの向上を目指して，IT 標準技術体

系教育計画を策定し，2015 年度から 3 か年計画で実行し

ている．なお，IT 標準技術とは，情報システム構築時の

共通した基盤を構築するときの技術をいう． 

また，人材育成の成果を定量化することは，人材育成

に関わるものにとっては，解決しにくい共通の課題であ

った．「IT スキル標準 V3 2011」[3]に準拠したスキル診

断システムとして ITSS-DS[4]が提供されているが，診断

方法は自己評価であり，客観的なスキル診断方法とは言

い難い．「IT スキル標準」準拠の社外テストや情報処理

技術者試験を用いて客観的にスキルを診断し，レベルを

判断しているという報告[5]はあるが，IT スキル全般を判

断するものであり，個別の IT スキルに特化したものでは

ない．  

本論文では．著者の所属する組織において実施してい

る IT 標準技術スキル向上のための取り組みについて紹介

する. 本取り組みにおいては，レベル定義と個別の IT標準

技術に対応したレベル認定制度によって，より客観的な

スキルレベルの評価を可能にしている． 

2 ．IT標準技術体系教育計画の概要  

2.1 目的 

IT 標準技術体系の教育は，社員のベースとなる知識の

習得と，生産性の向上を目指し，使いこなす，正しく作

る，運用できる の 3 つを目的としている．具体的には，

IT 標準技術体系の製品をアプリケーション開発に適用し，

①製品を使いこなすことにより生産性の向上を図る，②IT

標準技術体系の製品の特性を理解し，製品の導入を可能

とする，③システムの効果的な運用を可能とする  の 3 つ

である．  

2.2 対象となる技術とレベル定義 

対象とする技術は，OS，データベース，アプリケーシ

ョンサーバー，ビジネスインテリジェンスツール，開発

言語・フレームワーク・統合開発環境，運用支援，仮想

化ソフトである．それぞれに対象製品を定めている(表 1) ．

また，「ITスキル標準」に準拠し，レベル 0 からレベル 7

までのスキルレベルを定義している(表 2)． なお， レベル

定義においては，次のような工夫をしている．「IT スキ

ル標準」では，レベル 3を「独力で仕事のできる」，レベ

ル 4を「指導ができるレベル」と定義しているが，本レベ

ル定義においては．それぞれ，a，b と 2 段に詳細化した．

これにより 1年間でのレベルアップを可視化できるように

している． 

 

表 1 IT標準技術と科目 

区分 科目(製品) 

OS Linux , 

データベース DBMS, SQL 

アプリケーションサーバー 特定の製品としては定めない 

BIツール Oracle Business Intelligence 

開発言語 Java, Struts,  Eclipse 

運用支援 JP1 

仮想化環境 VMware 

 

表 2 レベル定義 

ﾚﾍﾞﾙ 定義 

7 世界で通用するハイエンドプレーヤ 

6 日本国内で通用するハイエンドプレーヤ 

5 グループ会社のシステムに関与する技術者の中でトッ

プクラスのハイエンドプレーヤ 

4 b 実務で責任者として活躍でき，後進を指導できるハイ

エンドプレーヤ 

 a 実務で活躍でき，後進を指導できるハイエンドプレー

ヤ 

3 b 実務でシステム開発・運用に携わり，応用的知識を有

するプレーヤ 

 a 実務でシステム開発・運用に携わり，独力で作業を遂

行できるプレーヤ 

2 上位者の指導の下で要求された作業を担当できるプレ

ーヤ 

 1 基本的な知識を有する 
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2.3 教育内容 

教育内容としては，知識教育と実践教育を定めている．

また，スキルと職務に応じたコースを定め．コースごと

に習得するスキルの優先順位を定めている．これらにつ

いて以下に述べる． 

2.3.1 知識教育 

知識教育は，レベル 2に到達するための基本的な知識ス

キルの習得を目指しており，科目，及びレベルごとに研

修と資格から成る教育メニューを定めている．研修では，

製品技術の知識を習得するとともに，製品技術の仕組み

目指す．一部の製品については，知識の定着を確認する

ために資格の取得を必須としている(表 3)．知識について

は，継続して自己研鑽により向上を目指すこととしてい

る． 

表 3 レベル 2までの必須教育と資格 

対象 レベル 1 レベル 2 

Linux LPIC Level1 101 LPIC Level1 

102 

DBMS Oracle Master  

Bronze  

Oracle Master  

Silver 

SQL Oracle Master 

SQL 
研修受講 

Application Server 研修受講 研修受講 

BI ツール 研修受講 研修受講 

Java 研修受講 研修受講 

JP1 JP1 エンジニア  JP1 プロフェッ

ショナル 

VMware 研修受講 研修受講 

2.3.2 実践教育 

実践教育では，実際のプロジェクトの場で，IT 標準技

術として指定された製品を使っての開発，運用の実務に

携わることでスキルを習得し，レベル 3以上を目指す．主

に，顧客案件のプロジェクト，社内システム開発のプロ

ジェクトへの参画を想定している．ただし，ビジネスの

状況によっては，プロジェクト参画の機会が必ずしもあ

るとは限らないため，模擬プロジェクトへの機会を提供

する．初年度の模擬プロジェクトとしては，①Java アプリ

ケーション開発，②運用環境構築設定，③VMware・

Linux・Oracleインストレーションの 3つを提供した． 

2.3.3 教育コース 

各自のスキルと職務に応じて以下の 5つの教育コースを

用意している．さらに，それぞれの教育コースごとに．

スキルを習得する科目の優先順位を定めている(表 4)． 

・アプリケーション初心者コース：新入社員を含めた，

アプリケーション開発を実践したことがない者 

・Java エンジニアコース：Java でのアプリケーション開発

を担当者としてできるレベル（レベル 2以上）の者 

・COBOL エンジニアコース：アプリケーション開発にお

けるアルゴリズムは理解できているが，Java でのアプリケ

ーション開発を実践したことがない者 

・インフラエンジニアコース：システム運用・基盤構築

に従事する者 

・ネットワークコース：ネットワーク業務担当の者   

 

表 4 コースごとの優先順位 注) 数字は優先順位 

科目 コース 

アプリ

初心者 

Jav

a 

CO

BOL 
イン

フラ 

ネッ

トワ

ーク 

Linux 1 1 1 1 1 

DBMS      

SQL 3 2 2  2 

Application Server  3    

BI 4 4 3   

Java 2    3 

JP1 IM/AJS    2  

JP1 PFM/NNM    3  

VMware   4 4 4 

2.4 レベル認定制度の概要 

レベル認定制度として，申請から認定までのプロセス

とその評価基準を定めている．レベル 1については，科目

ごとに指定された資格の取得，または，指定された研修

の受講を確認する．条件を満たしている場合は，レベル 1

とする．レベル 1 について申請は不要である．レベル 2に

ついては，対象者の申請により，書類にて評価する．レ

ベル 3以上については，対象者の申請により，書類，及び

面接にて評価する．レベル 2以上の評価は，年 4回，スキ

ル認定委員会が実施する．  

3．終わりに 

本報告では，情報システム子会社における IT 標準技術

スキル向上のための取り組みについて紹介した．取り組

みとしては，まず，対象となる IT 標準技術とその製品に

ついて定め，レベルを定義した．次に，教育内容として，

まずは知識教育，その後実践教育と，段階的に本 IT 標準

技術スキルを習得するようにした．そして，レベル認定

制度として，スキルレベルの評価基準を定め認定のプロ

セスを定めた．レベル定義とレベル認定制度によって，

客観的な指標でのスキル評価が可能になり，スキル向上

の定量的な測定可能となった．  

初年度は，社員それぞれが，選択したコースの中の 2科

目について，初期レベルから，1 科目は＋1，もう 1 科目

を＋2，合計 ＋3 のレベルアップを目標とした．なお，開

始時点では，レベル認定制度は稼働していないため，初

期レベルは自己申告となった． 

今後はこれらの取り組みについての成果を評価すると

ともに，スキル向上の対象技術や教育の内容についての

見直しを行いながら，知識の習得と生産性の向上を目指

していく．  
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